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マッキンゼーのCEOエクセレンス研究グループ、および日本における調査のご紹介
マッキンゼー・アンド・カンパニーは、世界で CEOと最も多くの時間を共にしてきた経験から、ビジネスリー
ダーに共通する資質をCEOエクセレンス1( 卓越性 )としてまとめ、卓越したCEOとなるための支援を行っている。

CEOエクセレンス研究グループでは2022年に長年にわたる世界的な研究から「卓越した CEO」の要件を洗い
出し、CEO が果たすべき6つの責務を「CEO Excellence - 企業経営を成功に導く6つのマインドセット-2」とし
て明らかにしている。これは様々な業界、地域、性別、人種、株式所有構造からなる200名の「世界のベスト
CEOリスト」を作成したうえで、有意な調査結果を出せる数の CEO に1年にわたる聞き取り調査を行った結果
をまとめたものである。

1	 CEOエクセレンスの活動の詳細：https://www.mckinsey.com/jp/ceo-excellence
2	 CEO Excellenceと6つのマインドセット：https://www.mckinsey.com/jp/ceo-excellence/ceo-6-mindsets

卓越したCEO が経営において果たすべき6つの責務
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卓越した CEOとしての特性をまとめる一方で、マッキンゼーは CEO 個人としての歩みにも目を向けている。一
年に四季があるようにCEOとしての旅路を四季として捉え、CEO 候補としての準備段階 ( 春 )、CEO 就任の初期
段階 ( 夏 )、 CEO 航海の中期段階 ( 秋 )、そして CEO の退任段階 ( 冬 )と四季折々における成功の特性も整理した1。
就任前の春には万全の準備をし、新任時の夏にはトップスピードでの最大成長を実現し、革新の秋には新た
な成長の種をまき、退任時の冬には更なる成長を実現しつつ次のリーダーへのバトンをしっかりと渡す。こう
した四季の特性を理解したうえで CEOという役割に取り組むことで ､自身の任期中および任期を越えて、組織
の持続的な成長と革新を導き､ 効果的にリーダーシップを発揮することができる。

本稿は、マッキンゼーCEOエクセレンス研究グループが、日本の売上上位企業の CEOを対象に、「6マインド
セット」および「CEO の四季」に関する2つの独自サーベイを実施し、その調査結果をまとめたものである。

1	 CEO の四季：https://www.mckinsey.com/jp/ceo-excellence/ceo-four-seasons-survey
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調査概要
1)「CEO Excellence」 サーベイ

	— 内容：CEO の「6マインドセット」の自己評価に関する調査
	— 	回答者：計57名 (うち43名が四季サーベイにも回答 )
	— 	対象：日本の売上高トップ600企業 CEO
	— 	回答期間：2024年10月～2025年1月

Exhibit 1

ごご回回答答者者ののププロロフフィィーールル

個個人人

1. 本調査に当たっては、就任後1-3年目を「夏」、4年目以降「秋または冬」と分類
2. 上場している場合でも、株主の50.1%以上が親会社の場合は「日系子会社」に分類

年年齢齢・・性性別別
CCEEOO・・社社長長のの旅旅路路ににおおけけるる
「「四四季季」」11  経経 歴歴

資料: 「CEO Excellence」サーベイ(2024年マッキンゼー)
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 2)「CEO の四季」サーベイ
	— 内容：「CEO の四季」の各段階における日本の経営者の特徴や行動特性、関心領域・課題領域に関する

調査
	— 	回答者：計110名 (うち43名が CEO Excellence サーベイにも回答 )
	— 	対象：日本の売上高トップ500企業 CEO
	— 	回答期間：2024年8月～12月

Exhibit 2
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CCEEOO・・社社長長のの旅旅路路ににおおけけるる
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資料: 「CEOの四季」サーベイ(2024年マッキンゼー)

秋・冬

夏(在任初期)

企企業業
業業種種大大分分類類 会会社社形形態態

在任中期
～継承期

不動産

建設

消費財
法人サービス

小売
消費者サービス

8%

30%

57%

5%

95%

5%

40代以下

50代

60代

70代以上

男性

女性
110 110

47%

53%

110

52%

16%

15%

14%

新卒入社

中途入社

外部から
直接社長

創業家・
創業者

110
未回答

65%

14%

15%

7%

上場企業

日系子会社2

外資系子会社

独立系非上場
110

公共サービス

運輸サービス

3%

5日本のCEOに関する調査結果が示すもの



調査結果
まず、「CEO の６マインドセット」サーベイ全体を通じ、日本の CEO は世界の CEO に比べて、ほぼ全ての項目
で自らを大幅に高く評価している傾向がみられた ( 図表1)。通常この手のサーベイでは、日本の方が海外より
低いスコアが出る傾向が強いため、このように全く逆の結果となったことは統計的に非常に興味深いもので
あった。特に日本において資本市場に対応する取締役会や CEO への支援を行っているマッキンゼーからみる
と、この傾向は感覚値とはより一層異なっている。CEOの役割が極めて広範かつ難易度が高まる中で示された
この傾向は、CEO に期待されている役割の大きな変化に対する理解と認識が十分ではない可能性を示唆する
ものとして把握した。特に、取締役会の本質的な巻き込み、高い理想を掲げた上での目標設定、社会インパ
クトをもたらすビジネス変革、CEO自身の抜本的な行動変容などの点において、日本の CEO には更なる意識
向上の余地が残されていると感じているが、それらのスコアが軒並み高い自己評価となっていることには注目
しておきたい。

図表1Exhibit 1

エクセレントCEOの行動基準と照らし合わせた日本のCEOと世界のCEOの各平均スコアの比較

世世界界ののCCEEOOとと日日本本ののCCEEOOのの自自己己評評価価のの横横比比較較

資料: 「CEO Excellence」サーベイ回答結果(2024年マッキンゼー)
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戦略の実行: 早く頻繁に大胆に動く

企業文化: 一番大事な「たったひとつの大事なこと」を見極め、
これと施策の整合性を確保し、自ら率先して取り組む

人材強化: 優秀な人材に固執しない

トップチーム構成: 仕組みを構築する

運営リズム: 会議の開催時期、議題や進行方法は、
戦略を策定し実行するうえでテンポ良く行う
取締役会との信頼関係: 信頼の土台を築く

取締役会: 未来に重点を置く

社会的責任: 大局にインパクトをもたらす

真実の瞬間: 高い場所にい続ける

全体観を持ち続ける: 謙虚であり続ける

時間とエネルギー: 短距離スプリントを何度も続ける

リソース配分: 社外の人間になったつもりで行動する

ビジョンの構築: ゲームを再定義する
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次に、CEO の「四季」の側面から結果を見ていきたい。四季の第一段階、CEO 就任の準備期間である「春」
においては、就任を意識しないままにCEO の任命を受けるCEO が多いという、日本企業特有の状況が明らか
になっている。日本では新卒入社した会社において、海外経験を積み、事業部門長や経営企画部長を経て
CEOに就任するルートが代表的であるが、これらの経験とは大きく異なる役割や知識、判断が問われるグルー
プ経営者としての意識・スキル・知見を深める準備が不十分な状態のまま、それまでのキャリアの延長線上と
してCEO に就任する傾向がある( 図表2)。

図表2

図表3
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Exhibit 3
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このような構造を背景に、日本では創業家や創業者でもない限り、CEO 就任を意識しないままにCEO 就任を
迎えるCEO が3割存在し、特に日本の CEO の多数を占める新卒生え抜きCEOでは約半数に上る。また自身が
適任だと考えるCEO は全体で2割であり、特に新卒・中途入社では約1割とその傾向が顕著である( 図表3)。

同様の傾向は、CEO 就任以前のビジョンの有無からも読み取れる。創業家・創業者以外では、就任以前から
ビジョンや成長戦略を描けているCEO は３割程度に留まっている( 図表4)。

本来「春」の段階においては、CEO へのモチベーションを高めながら視座をあげ、謙虚な姿勢で能力を最大
化しながら、CEOとしての選考プロセスを理解して入念に備えるのが理想である。就任初日から十分に才覚を
発揮するために、就任前からCEOとしてのビジョンと戦略を考え、就任直後から実行に移していくことを想定
して準備する必要がある。限られたCEO 期間を考えると、制度・運用面を前もって理解し時間軸の仕組みを前
倒しして準備を進めておくことは、日本の CEO・社長が自身のフルポテンシャルを発揮する上で大きな機会を
もたらす。

図表4

Exhibit 4
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図表5

Exhibit 5
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その他
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次の「夏」第二段階 ( 初期 )では、就任後に現業や前任の引継ぎ等に時間を取られてしまい、CEOとしての本
領を発揮するのに数年を要しているという実態が明らかになった。「就任初期からCEO にしかできないことに
集中できているか」という質問に対し、「とてもそう思う」と回答した CEO は全体の約4分の1に留まる。その
理由を紐解くと、「業務の取捨選択ができていない」「周囲からの依頼が多すぎる」が上位を占め、CEOとし
て果たすべき役割に集中できていないことがわかる( 図表5)。

このことは CEO の6マインドセットへの自己評価からも窺える。図表6は「CEO Excellence」サーベイに回答し
た CEO のうち、5年以上の年次と2年未満の年次における6マインドセットの各項目の平均スコアを比べたもの
である。青色が5年以上の CEO の方が高い評価をしているマインドセット、水色が2年未満の CEO の方が高い
評価をしているマインドセットを示す。この分析からは「取締役会を引き入れる」「ステークホルダーと連携す
る」を中心に年次が高い CEO の自己評価の高さ、すなわちこれらの要件に関する就任直後の意識の低さ、お
よびそれらを自らの責務として掌握するまでに時間を要していることが伺える。就任直後からビジョン・戦略を
実行に移していくためには、年数を重ねてはじめて取締役やステークホルダーを引き入れるという状況では遅
きに失する。就任後の「夏」段階からアスピレーションを高く持ち、CEO にしか巻き込むことができない取締
役会やステークホルダーとより早い段階から連携することは CEO自身が想定している以上に一層強く意識すべ
き点である( 図表6)。
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図表6Exhibit 6
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取締役会: 未来に重点を置く

社会的責任: 大局にインパクトをもたらす

真実の瞬間: 高い場所にい続ける

全体観を持ち続ける: 謙虚であり続ける

時間とエネルギー: 短距離スプリントを何度も続ける

リソース配分: 社外の人間になったつもりで行動する

ビジョンの構築: ゲームを再定義する

2年未満のCEOの方が高い評価
5年以上のCEOの方が高い評価

0.1

0.1

0.1

0.2

0.4

0.6

0.5

0.2

0

0

0

0

0

0

0.2

0.3

0.1

0.1

1. 年次分布は2年未満 / 2年以上5年未満 / 5年以上の閾値に対し、日本が28% / 51% / 21%、世界が30% / 46% / 25%となっており、
サンプル上の優位な差分は存在しない

資料: 「CEO Excellence」サーベイ回答結果(2024年マッキンゼー)

すなわち、本来であれば、入念に準備をしたうえで、就任初日から、CEO は CEOとしての役割に集中し、組
織を巻き込みながら力強く変革を起こしていくべきであるところだが、実際にはこの CEO 固有の役割への移行
が円滑に行えていない傾向が示された。CEOを取り巻く環境は刻一刻と複雑に変化しており、特に資本市場
は、CEO が成長することを待ってはくれない。力強い変革を就任初期から行えるよう、CEO は取締役会を含む
ステークホルダーの役割を明確にして、自身のビジョンに彼らを巻き込み、強い信頼関係を構築しながら、執
行トップとしての役割に邁進することが求められる。

続いての「秋」第三段階 ( 中期 ) においては、本来であれば次なる成長に向けた第二の Sカーブ成長を描くべ
きところだが、成長や学びへの意欲は高い一方、企業価値向上に向けた厳格な意思決定に難しさを感じてい
るCEO が多いことが判明した。

10日本のCEOに関する調査結果が示すもの



日本のCEOの8割以上はリスクを取ってでも企業の成長を加速させたいと考えており、実際その実現に向け9割
近くの CEO が継続的な学びを実施している。しかしながら、実際に成長戦略と沿わない事業を売却・撤退で
きると答えた CEO は約半数に留まっている。意欲はあるものの、ポートフォリオの入替えや事業モデルの革新
の実行については、現実には難しく、やり切れていないということが明らかになった ( 図表7)。

図表7

Exhibit 7

成成長長のの意意欲欲

仮仮にに現現在在のの業業績績がが好好調調ででああっっててもも、、現現状状維維持持よよりりもも
リリススククをを取取っってて企企業業のの成成長長をを加加速速ささせせたたいい
%; n=110(全体), n=71(上場企業), n=39(非上場企業)

CCEEOO//社社長長ととししてて、、ああるる程程度度のの在在任任期期間間をを経経ててもも更更ななるる
高高みみをを目目指指すすたためめ学学びび続続けけてていいるる
%; n=110(全体), n=71(上場), n=39(非上場)

54 54 54

28 28 28

7 7 8

9 10 8
2

全体

1

上場

3

非上場

とてもそう思う

ややそう思う
どちらともいえない
あまりそう思わない
全くそう思わない
未回答

100% = 110 71 39

87 87 87

10 10 10
3

全体

3

上場

3

非上場

はい

いいえ
未回答
100% = 110 71 39

27 23
36

34 39
23

19 14
28

9 11
5

10 11 8
1

全体

1

上場

0

非上場

とてもそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

あまりそう思わない
全くそう思わない
未回答

100% = 110 71 39

53 54 51

33 31 36

10 11 8
0 0

全体

0 0

上場

0

非上場

とてもそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

100% = 110 71 39

急急激激なな変変化化がが起起ききたた時時にに、、事事業業計計画画・・中中計計をを抜抜本本的的にに
方方針針転転換換ででききるるかか
%; n=110, n=71(上場), n=39(非上場)

成成長長戦戦略略とと沿沿わわなないい事事業業をを売売却却・・撤撤退退ででききるるかか
%; n=110, n=71(上場), n=39(非上場)

未回答
全くそう思わない
あまりそう思わない

5 4 5 0
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とりわけ取締役会との関係性に苦戦しているCEO は、大きく環境が変化する中での戦略変更やポートフォリオ
刷新をためらう傾向がある。ビジョン・戦略の確実な実行には、最適な取締役会メンバー構成による効果的
な取締役会運営によって、スタジリティ(スピードと確実性の両立。AgilityとStabilityを合わせた造語 ) のある
意思決定が必要であり、企業価値の継続的な向上のためにはこれは必要不可欠である( 図表8)。

最後の「冬」第四段階 ( 継承期 ) においては、大変多くの日本の CEO が後継者候補の育成に共通した課題を
抱えており、円滑な継承に苦戦していることが分かった。CEO の約半数は後継者候補がいないと回答しており、
その理由として、育成が不十分、後継者候補がいない、仕組みが整っていないことが多く挙げられた。中でも
最も多かった「候補者はいるが育成が未だ不十分」は、社内の有望な人材を後継者候補と呼べる水準まで育
成するということに、CEO が十分に取り組めていないことを示唆している。実際に、後継者候補がいないと回
答した CEO は、候補者がいると答えた CEOと比べ、後継者育成に十分な時間とエネルギーを費やせていない
と回答している( 図表9)。

図表8

Exhibit 8

取取締締役役会会ととのの関関係係性性とと難難ししいい決決断断

急急激激なな変変化化がが起起ききたた時時にに、、事事業業計計画画・・中中計計をを抜抜本本的的にに方方針針転転換換ででききるるかか
%; n=110(全体), n=16(課題あり), n=94(課題なし)

53
38

55

33

38

32

13

10 13 10
0 0

全体

0 0

ボードの関係に
課題あり

0 0

ボードの関係に
課題なし

とてもそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

100% = 110 16 94未回答
全くそう思わない
あまりそう思わない

5 3
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図表9

Exhibit 9

後後継継者者探探ししがが難難ししいい理理由由

CCEEOO・・社社長長のの資資質質をを満満たたすす後後継継者者候候補補ががいいるるかか
%; n=110(全体)

60

30

9

2

13

11

候補者はいるが育成が未だ不十分

いい候補者がいない

後継者像が浮かばない

社外からいい候補を呼べない

評価・判断軸がわからない

後継者選びのプロセスが曖昧

候候補補者者不不在在

仕仕組組みみのの不不備備

後後継継者者育育成成にに時時間間ととエエネネルルギギーーをを費費ややししててききたたかか
%; n=49(いる), n=48 (いない・わからない)

後後継継者者候候補補ささががししがが難難ししいい理理由由
指数; 複数回答;「後継者候補がいない・わからない」と答えた人が対象; 複数回答による全回答数＝100

41
31

47

35

6

19

6
13

0 2

とてもそう思う

ややそう思う

どちらともいえない

100% = 49 48

資料: 「CEOの『四季』サーベイ(2024年マッキンゼー)

後継者候補が
いると回答

後継者候補が
いない・わか
らないと回答

41%

43%

13%

4%

いる
(社外)

いない・
わからない

未回答

いる
(社内)

全くそう思わない
あまりそう思わない
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後継者候補の育成に十分な時間とエネルギーを費やせていないということは、裏を返せば、後継者育成の優
先度を高めることができていない CEO の意識にも課題があると言える。CEO の「冬 ( 継承期 )」には意識すべ
きいくつもの『約束事』がある。「自身の退任時期を自分で決めておく」、「後継者準備は自分の責務と認識す
る」、「後継者こそが飛躍できるようバトンを渡す」、そして「自分の次章に思いを馳せる」。ぜひ、この『約束
事』を実行していただきたい。
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